
（様式６） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

（変更） 

資料番号 2 担当課 医療対策課 

法令名 医療法 根拠条項 7の2－3 
不利益処分

の種類 

公的医療機関等の病床数削減措置

命令 

医療法 

〔公的医療機関等である病院の開設等の制限〕 
第七条の二 都道府県知事は、次に掲げる者が病院の開設の許可又は病院の病床数の増加若しくは病床の種別の変

更の許可の申請をした場合において、当該申請に係る病院の所在地を含む地域（当該申請に係る病床が療養病床
又は一般病床（以下この条及び次条第一項において「療養病床等」という。）のみである場合は医療計画において
定める第三十条の四第二項第十四号に規定する区域とし、当該申請に係る病床が精神病床、感染症病床又は結核
病床（以下この項において「精神病床等」という。）のみである場合は当該都道府県の区域とし、当該申請に係る
病床が療養病床等及び精神病床等である場合は同号に規定する区域及び当該都道府県の区域とする。）における病
院又は診療所の病床の当該申請に係る病床の種別に応じた数（当該申請に係る病床が療養病床等のみである場合
は、その地域における療養病床及び一般病床の数）が、同条第八項の厚生労働省令で定める基準に従い医療計画
において定めるその地域の当該申請に係る病床の種別に応じた基準病床数（当該申請に係る病床が療養病床等の
みである場合は、その地域における療養病床及び一般病床に係る基準病床数）に既に達しているか、又は当該申
請に係る病院の開設若しくは病床数の増加若しくは病床の種別の変更によつてこれを超えることになると認める
ときは、前条第四項の規定にかかわらず、同条第一項又は第二項の許可を与えないことができる。 
一 第三十一条に規定する者 
二 国家公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号）の規定に基づき設立された共済組合及びその連合

会 
三 地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）の規定に基づき設立された共済組合 
四 前二号に掲げるもののほか、政令で定める法律に基づき設立された共済組合及びその連合会 
五 私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号）の規定により私立学校教職員共済制度を管掌す

ることとされた日本私立学校振興・共済事業団 
六 健康保険法（大正十一年法律第七十号）の規定に基づき設立された健康保険組合及びその連合会 
七 国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）の規定に基づき設立された国民健康保険組合及び国民健

康保険団体連合会 
八 独立行政法人地域医療機能推進機構 

２ 都道府県知事は、前項各号に掲げる者が診療所の病床の設置の許可又は診療所の病床数の増加の許可の申請を
した場合において、当該申請に係る診療所の所在地を含む地域（医療計画において定める第三十条の四第二項第
十四号に規定する区域をいう。）における療養病床及び一般病床の数が、同条第八項の厚生労働省令で定める基準
に従い医療計画において定める当該区域の療養病床及び一般病床に係る基準病床数に既に達しているか、又は当
該申請に係る病床の設置若しくは病床数の増加によつてこれを超えることになると認めるときは、前条第四項の
規定にかかわらず、同条第三項の許可を与えないことができる。 

３ 都道府県知事は、第一項各号に掲げる者が開設する病院（療養病床等を有するものに限る。）又は診療所（前条
第三項の許可を得て病床を設置するものに限る。）の所在地を含む地域（医療計画において定める第三十条の四第
二項第十四号に規定する区域をいう。）における療養病床及び一般病床の数が、同条第八項の厚生労働省令で定め
る基準に従い医療計画において定める当該区域の療養病床及び一般病床に係る基準病床数を既に超えている場合
において、当該病院又は診療所が、正当な理由がなく、前条第一項若しくは第二項の許可に係る療養病床等又は
同条第三項の許可を受けた病床に係る業務の全部又は一部を行つていないときは、当該業務を行つていない病床
数の範囲内で、当該病院又は診療所の開設者又は管理者に対し、病床数を削減することを内容とする許可の変更
のための措置をとるべきことを命ずることができる。 

４ 前三項の場合において、都道府県知事は、当該地域における既存の病床数及び当該申請に係る病床数を算定す
るに当たつては、第三十条の四第八項の厚生労働省令で定める基準に従い都道府県の条例の定めるところにより、
病院又は診療所の機能及び性格を考慮して、必要な補正を行わなければならない。 

５ 都道府県知事は、第一項若しくは第二項の規定により前条第一項から第三項までの許可を与えない処分をし、
又は第三項の規定により命令しようとするときは、あらかじめ、都道府県医療審議会の意見を聴かなければなら
ない。 

６ 都道府県知事は、第三項の規定による命令をした場合において、当該命令を受けた病院又は診療所の開設者又
は管理者がこれに従わなかつたときは、その旨を公表することができる。 

７ 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。）
のうち政令で定めるものは、病院を開設し、若しくはその開設した病院につき病床数を増加させ、若しくは病床
の種別を変更し、又は診療所に病床を設け、若しくは診療所の病床数を増加させ、若しくは病床の種別を変更し
ようとするときは、あらかじめ、その計画に関し、厚生労働大臣に協議（政令で特に定める場合は、通知）をし
なければならない。その計画を変更しようとするときも、同様とする。 

 



（様式６） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

（変更） 

資料番号 2 担当課 医療対策課 

法令名 医療法 根拠条項 7の2－3 
不利益処分

の種類 

公的医療機関等の病床数削減措置

命令 

医療法（続き） 

〔開設の許可〕 
第七条 病院を開設しようとするとき、医師法（昭和二十三年法律第二百一号）第十六条の四第一項の規定による

登録を受けた者（同法第七条の二第一項の規定による厚生労働大臣の命令を受けた者にあつては、同条第二項の
規定による登録を受けた者に限る。以下「臨床研修等修了医師」という。）及び歯科医師法（昭和二十三年法律第
二百二号）第十六条の四第一項の規定による登録を受けた者（同法第七条の二第一項の規定による厚生労働大臣
の命令を受けた者にあつては、同条第二項の規定による登録を受けた者に限る。以下「臨床研修等修了歯科医師」
という。）でない者が診療所を開設しようとするとき、又は助産師（保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第
二百三号）第十五条の二第一項の規定による厚生労働大臣の命令を受けた者にあつては、同条第三項の規定によ
る登録を受けた者に限る。以下この条、第八条及び第十一条において同じ。）でない者が助産所を開設しようとす
るときは、開設地の都道府県知事（診療所又は助産所にあつては、その開設地が保健所を設置する市又は特別区
の区域にある場合においては、当該保健所を設置する市の市長又は特別区の区長。第八条から第九条まで、第十
二条、第十五条、第十八条、第二十四条、第二十四条の二、第二十七条及び第二十八条から第三十条までの規定
において同じ。）の許可を受けなければならない。 

２ 病院を開設した者が、病床数、次の各号に掲げる病床の種別（以下「病床の種別」という。）その他厚生労働省
令で定める事項を変更しようとするとき、又は臨床研修等修了医師及び臨床研修等修了歯科医師でない者で診療
所を開設したもの若しくは助産師でない者で助産所を開設したものが、病床数その他厚生労働省令で定める事項
を変更しようとするときも、厚生労働省令で定める場合を除き、前項と同様とする。 
一 精神病床（病院の病床のうち、精神疾患を有する者を入院させるためのものをいう。以下同じ。） 
二 感染症病床（病院の病床のうち、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律

第百十四号）第六条第二項に規定する一類感染症、同条第三項に規定する二類感染症（結核を除く。）、同条第
七項に規定する新型インフルエンザ等感染症及び同条第八項に規定する指定感染症（同法第七条の規定により
同法第十九条又は第二十条の規定を準用するものに限る。）の患者（同法第八条（同法第七条において準用す
る場合を含む。）の規定により一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症又は指定感染症の患者
とみなされる者を含む。）並びに同法第六条第九項に規定する新感染症の所見がある者を入院させるためのも
のをいう。以下同じ。） 

三 結核病床（病院の病床のうち、結核の患者を入院させるためのものをいう。以下同じ。） 
四 療養病床（病院又は診療所の病床のうち、前三号に掲げる病床以外の病床であつて、主として長期にわたり

療養を必要とする患者を入院させるためのものをいう。以下同じ。） 
五 一般病床（病院又は診療所の病床のうち、前各号に掲げる病床以外のものをいう。以下同じ。） 

３ 診療所に病床を設けようとするとき、又は診療所の病床数、病床の種別その他厚生労働省令で定める事項を変
更しようとするときは、厚生労働省令で定める場合を除き、当該診療所の所在地の都道府県知事の許可を受けな
ければならない。 

４ 都道府県知事又は保健所を設置する市の市長若しくは特別区の区長は、前三項の許可の申請があつた場合にお
いて、その申請に係る施設の構造設備及びその有する人員が第二十一条及び第二十三条の規定に基づく厚生労働
省令並びに第二十一条の規定に基づく都道府県の条例の定める要件に適合するときは、前三項の許可を与えなけ
ればならない。 

５ 都道府県知事は、病院の開設の許可若しくは病院の病床数の増加若しくは病床の種別の変更の許可又は診療所
の病床の設置の許可若しくは診療所の病床数の増加若しくは病床の種別の変更の許可の申請に対する許可には、
当該申請に係る病床において、第三十条の十三第一項に規定する病床の機能区分（以下この項において「病床の
機能区分」という。）のうち、当該申請に係る病院又は診療所の所在地を含む構想区域（第三十条の四第一項に規
定する医療計画（以下この項、次条及び第七条の三第一項において「医療計画」という。）において定める第三十
条の四第二項第七号に規定する構想区域をいう。第七条の三第一項において同じ。）における病床の機能区分に応
じた既存の病床数が、医療計画において定める当該構想区域における同号イに規定する将来の病床数の必要量に
達していないものに係る医療を提供することその他の医療計画において定める同号に規定する地域医療構想の達
成の推進のために必要なものとして厚生労働省令で定める条件を付することができる。 

６ 営利を目的として、病院、診療所又は助産所を開設しようとする者に対しては、第四項の規定にかかわらず、
第一項の許可を与えないことができる。 

 
 
 
 
 



（様式６） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

（変更） 

資料番号 2 担当課 医療対策課 

法令名 医療法 根拠条項 7の2－3 
不利益処分

の種類 

公的医療機関等の病床数削減措置

命令 

医療法（続き） 

〔医療計画〕 
第三十条の四 都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制

の確保を図るための計画（以下「医療計画」という。）を定めるものとする。 
２ 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 都道府県において達成すべき第四号及び第五号の事業並びに居宅等における医療の確保の目標に関する事項 
二 第四号及び第五号の事業並びに居宅等における医療の確保に係る医療連携体制（医療提供施設相互間の機能

の分担及び業務の連携を確保するための体制をいう。以下同じ。）に関する事項 
三 医療連携体制における医療提供施設の機能に関する情報の提供の推進に関する事項 
四 生活習慣病その他の国民の健康の保持を図るために特に広範かつ継続的な医療の提供が必要と認められる疾

病として厚生労働省令で定めるものの治療又は予防に係る事業に関する事項 
五 次に掲げる医療の確保に必要な事業（以下「救急医療等確保事業」という。）に関する事項（ハに掲げる医療

については、その確保が必要な場合に限る。） 
イ 救急医療 
ロ 災害時における医療 
ハ へき地の医療 
ニ 周産期医療 
ホ 小児医療（小児救急医療を含む。） 
ヘ イからホまでに掲げるもののほか、都道府県知事が当該都道府県における疾病の発生の状況等に照らして

特に必要と認める医療 
六 居宅等における医療の確保に関する事項 
七 地域における病床の機能の分化及び連携を推進するための基準として厚生労働省令で定める基準に従い定め

る区域（以下「構想区域」という。）における次に掲げる事項を含む将来の医療提供体制に関する構想（以下
「地域医療構想」という。）に関する事項 
イ 構想区域における厚生労働省令で定めるところにより算定された第三十条の十三第一項に規定する病床

の機能区分ごとの将来の病床数の必要量（以下単に「将来の病床数の必要量」という。） 
ロ イに掲げるもののほか、構想区域における病床の機能の分化及び連携の推進のために必要なものとして厚

生労働省令で定める事項 
八 地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携の推進に関する事項 
九 病床の機能に関する情報の提供の推進に関する事項 
十 外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項 
十一 医師の確保に関する次に掲げる事項 

イ 第十四号及び第十五号に規定する区域における医師の確保の方針 
ロ 厚生労働省令で定める方法により算定された第十四号に規定する区域における医師の数に関する指標を
踏まえて定める同号に規定する区域において確保すべき医師の数の目標 

ハ 厚生労働省令で定める方法により算定された第十五号に規定する区域における医師の数に関する指標を
踏まえて定める同号に規定する区域において確保すべき医師の数の目標 

ニ ロ及びハに掲げる目標の達成に向けた医師の派遣その他の医師の確保に関する施策 
十二 医療従事者（医師を除く。）の確保に関する事項 
十三 医療の安全の確保に関する事項 
十四 主として病院の病床（次号に規定する病床並びに精神病床、感染症病床及び結核病床を除く。）及び診療

所の病床の整備を図るべき地域的単位として区分する区域の設定に関する事項 
十五 二以上の前号に規定する区域を併せた区域であつて、主として厚生労働省令で定める特殊な医療を提供す

る病院の療養病床又は一般病床であつて当該医療に係るものの整備を図るべき地域的単位としての区域の設
定に関する事項 

十六 第六項及び第七項に規定する区域を定めた場合には、当該区域の設定に関する事項 
十七 療養病床及び一般病床に係る基準病床数、精神病床に係る基準病床数、感染症病床に係る基準病床数並び

に結核病床に係る基準病床数に関する事項 
３ 医療計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項について定めるよう努めるものとする。 

一 地域医療支援病院の整備の目標その他医療提供施設の機能を考慮した医療提供施設の整備の目標に関する事
項 

二 前号に掲げるもののほか、医療提供体制の確保に関し必要な事項 
 



（様式６） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

（変更） 

資料番号 2 担当課 医療対策課 

法令名 医療法 根拠条項 7の2－3 
不利益処分

の種類 

公的医療機関等の病床数削減措置

命令 

医療法（続き） 

４ 都道府県は、第二項第二号に掲げる事項を定めるに当たつては、次に掲げる事項に配慮しなければならない。 
一 医療連携体制の構築の具体的な方策について、第二項第四号の厚生労働省令で定める疾病又は同項第五号イ

からヘまでに掲げる医療若しくは居宅等における医療ごとに定めること。 
二 医療連携体制の構築の内容が、患者が退院後においても継続的に適切な医療を受けることができることを確

保するものであること。 
三 医療連携体制の構築の内容が、医療提供施設及び居宅等において提供される保健医療サービスと福祉サービ

スとの連携を含むものであること。 
四 医療連携体制が、医療従事者、介護保険法に規定する介護サービス事業者、住民その他の地域の関係者によ

る協議を経て構築されること。 
５ 都道府県は、地域医療構想に関する事項を定めるに当たつては、第三十条の十三第一項の規定による報告の内

容並びに人口構造の変化の見通しその他の医療の需要の動向並びに医療従事者及び医療提供施設の配置の状況の
見通しその他の事情を勘案しなければならない。 

６ 都道府県は、第二項第十一号に掲げる事項を定めるに当たつては、提供される医療の種別として厚生労働省令
で定めるものごとに、同号ロに規定する指標に関し厚生労働省令で定める基準に従い、医師の数が少ないと認め
られる同項第十四号に規定する区域を定めることができる。 

７ 都道府県は、第二項第十一号に掲げる事項を定めるに当たつては、提供される医療の種別として厚生労働省令
で定めるものごとに、同号ロに規定する指標に関し厚生労働省令で定める基準に従い、医師の数が多いと認めら
れる同項第十四号に規定する区域を定めることができる。 

８ 第二項第十四号及び第十五号に規定する区域の設定並びに同項第十七号に規定する基準病床数に関する基準
（療養病床及び一般病床に係る基準病床数に関する基準にあつては、それぞれの病床の種別に応じ算定した数の
合計数を基にした基準）は、厚生労働省令で定める。 

９ 都道府県は、第二項第十七号に規定する基準病床数を定めようとする場合において、急激な人口の増加が見込
まれることその他の政令で定める事情があるときは、政令で定めるところにより、同号に規定する基準病床数に
関し、前項の基準によらないことができる。 

１０ 都道府県は、第十八項の規定により当該都道府県の医療計画が公示された後に、急激な人口の増加が見込ま
れることその他の政令で定める事情があるときは、政令で定めるところにより算定した数を、政令で定める区域
の第二項第十七号に規定する基準病床数とみなして、病院の開設の許可の申請その他の政令で定める申請に対す
る許可に係る事務を行うことができる。 

１１ 都道府県は、第十八項の規定により当該都道府県の医療計画が公示された後に、厚生労働省令で定める病床
を含む病院の開設の許可の申請その他の政令で定める申請があつた場合においては、政令で定めるところにより
算定した数を、政令で定める区域の第二項第十七号に規定する基準病床数とみなして、当該申請に対する許可に
係る事務を行うことができる。 

１２ 都道府県は、第十八項の規定により当該都道府県の医療計画が公示された後に、地域医療連携推進法人の参
加法人（第七十条第一項に規定する参加法人をいう。）から病院の開設の許可の申請その他の政令で定める申請
があつた場合において、当該申請が当該医療計画において定める地域医療構想の達成を推進するために必要なも
のであることその他の厚生労働省令で定める要件に該当すると認めるときは、当該申請に係る当該医療計画にお
いて定められた第二項第十七号に規定する基準病床数に政令で定めるところにより算定した数を加えて得た数
を、当該基準病床数とみなして、当該申請に対する許可に係る事務を行うことができる。 

１３ 都道府県は、医療計画を作成するに当たつては、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する
法律第四条第一項に規定する都道府県計画及び介護保険法第百十八条第一項に規定する都道府県介護保険事業支
援計画との整合性の確保を図らなければならない。 

１４ 都道府県は、医療計画を作成するに当たつては、他の法律の規定による計画であつて医療の確保に関する事
項を定めるものとの調和が保たれるようにするとともに、公衆衛生、薬事、社会福祉その他医療と密接な関連を
有する施策との連携を図るように努めなければならない。 

１５ 都道府県は、医療計画を作成するに当たつて、当該都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に
照らし必要があると認めるときは、関係都道府県と連絡調整を行うものとする。 

１６ 都道府県は、医療に関する専門的科学的知見に基づいて医療計画の案を作成するため、診療又は調剤に関す
る学識経験者の団体の意見を聴かなければならない。 

 
 
 
 



（様式６） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

（変更） 

資料番号 2 担当課 医療対策課 

法令名 医療法 根拠条項 7の2－3 
不利益処分

の種類 

公的医療機関等の病床数削減措置

命令 

医療法（続き） 

１７ 都道府県は、医療計画を定め、又は第三十条の六の規定により医療計画を変更しようとするときは、あらか
じめ、都道府県医療審議会、市町村（救急業務を処理する地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百八
十四条第一項の一部事務組合及び広域連合を含む。）及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律
第八十号）第百五十七条の二第一項の保険者協議会の意見を聴かなければならない。 

１８ 都道府県は、医療計画を定め、又は第三十条の六の規定により医療計画を変更したときは、遅滞なく、これ
を厚生労働大臣に提出するとともに、その内容を公示しなければならない。 

 
〔公的医療機関の協力〕 

第三十一条 公的医療機関（都道府県、市町村その他厚生労働大臣の定める者の開設する病院又は診療所をいう。
以下この節において同じ。）は、協議が調つた事項その他当該都道府県において必要とされる医療の確保に関する
事項の実施に協力するとともに、第三十条の二十四の規定により協力を要請されたときは、当該要請に応じ、医
師の確保に関し協力しなければならない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


